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Ⅰ．はじめに

　2011 年 3 月 11 日，宮城県牡鹿半島から 130 km 東
南東沖の太平洋海底を震源とする東北地方太平洋沖地
震（マグニチュード 9.0）が発生した1）．この地震が惹
き起こした揺れ，地盤沈下，液状化現象あるいはダム
の決壊などによって生じた被害は，北海道南岸から関
東南部に至る広大な範囲に及び，停電世帯 800 万戸以
上，断水世帯 180 万戸以上，あるいは仙台市沿岸部に
位置する石油コンビナートの火災による長期稼働停止
など，さまざまなライフラインが寸断された2）．また，

「想定外」とされる最大遡上高 40.1 m にも上る巨大な
津波が襲来した東北地方から関東地方の太平洋沿岸部
では，壊滅的な被害を被った3）．この震災による死者・
行方不明者は 18,487 人，建築物の全壊・半壊は合わ
せて 40 万 1,306 戸が確認されている（2014 年 10 月
10 日時点）．このうち宮城県内の死者・行方不明者は
10,795 人，また全壊・半壊を合わせた建物被害は約
24 万戸（238,118 戸）に達し，実に全被害の約 6 割
が宮城県に集中した．もとより歯科医療施設も大きな

被害を受け，宮城県だけでも 399 施設（37.5％）が
全壊あるいは一部損壊となり，特に津波被害が甚大で
あった太平洋沿岸部を擁する地域では，いまだ震災前
のレベルにまで医療機能が回復しえていない4）．
　このような状況の下，筆者がかつて所属していた東
北大学大学院歯学研究科および病院歯科部門では，宮
城県歯科医師会災害対策本部からの要請に応じ，津波
被害が甚大であった宮城県内の沿岸地域への歯科医療
支援活動を行った4–6）．この歯科医療支援活動の実施
に際しては，発災後すぐに，臨床系分野・診療科・治
療部の職員・大学院生から構成される歯科医療支援派
遣チームを編成し，その実務的マネジメントを訪問歯
科診療のノウハウが蓄積されていた高齢者歯科治療部
が担当するという体制が敷かれた．発災 7 日後からほ
ぼ 6 カ月間（3 月 17 日～ 9 月 30 日）にわたって延べ
354 名の歯科医師が継続的に派遣され，3 市 3 町 196
カ所（延べ）の避難所および救護所を訪問し，被災者（延
べ 1,371 名）への歯科医療支援活動に携わった．本稿
では，この支援活動から得られた経験と教訓について
検討する．
　大規模災害時において歯科医療関係者に期待される
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役割には，生存する被災住民への健康（保健）支援，
および災害犠牲者の身元確認（歯科的個人識別）への
協力がある7–14）．災害が甚大である場合には，しばしば
多くの身元不明の犠牲者が生じるため，歯型や歯科治
療痕の照合，口腔内レントゲン写真等を利用した遺体
の身元確認（歯科的個人識別）への協力が求められる．
この業務は遺体の捜索が一段落するまで継続される．
同時に，被災住民に対する継続的な歯科医療の提供は，
発災直後から必要であり，中長期的には，口腔ケアや
口腔保健活動をとおした健康の回復・増進を支援する
活動が重要となる8,14）．東日本大震災がもたらした医療
需要（傷病者）の急激な増大と医療供給の低下という
環境の中で，われわれも含めて医療関係者は，限られ
た医療資源を有効に使って一人でも多くの命を救い，
また被災者の QOL を維持向上させることを目標に活
動した15,16）．
　一方，被災地への支援は，災害の規模が大きくなる
ほど，被災地外から広域に提供される必要がある．そ
の際，やみくもな被災地での活動は，効率的な支援活
動を阻害し，時に混乱をきたす元となる．実際，東日
本大震災では，支援人材・物資の偏在や支援内容の混
乱が生じたことが知られている17）．また，被災地外か
らの支援者に求められる医療支援は，訪問診療の延長
ではない．支援終了後，被災地の医療機関に円滑に
引き継げるような支援が必要である．このような問
題を回避するには，英国の MIMMS（Major Incident 
Medical Management and Support）が提唱する大
規模災害時の医療対応における優先事項（CSCATTT）
が参考になる18,19）（表 1）．MIMMS によれば，最も優
先されるべき項目は，災害救助・支援に関係するさま
ざまな組織（消防，警察，自衛隊，病院等）内および
組織間の指揮・統制（連携）の確立である．次いで，
救助者自身，現場および生存者，傷病者の安全の確保
が重要であり，第 3 に，組織内および組織間の情報伝
達を円滑に行える手立てが講じられる．そして，収集
された情報を基に災害全体の状況を評価し，その後の
医療支援活動（TTT）の迅速性と妥当性が判断される
こととなる．本邦ではこれらの医療管理は，被災自治
体内に設置される災害対策本部が主体となって実施さ
れるため，外部支援の効果を高める鍵は，地元自治体
といかに連携できるかにある．

Ⅱ．歯科需要の予測と把握

　東日本大震災における人的被害の特徴として，都市
部で発生した直下型地震による阪神・淡路大震災と比

較して，傷病者 / 死亡者比（死者・行方不明者数に対
する負傷者数）がきわめて小さい（東日本大震災；0.33，
阪神・淡路大震災；6.8）ことが指摘されている2,3）．
また，阪神・淡路大震災では，クラッシュ症候群をは
じめとする外傷傷病者に対する超急性期医療のニーズ
が高かったが，東日本大震災では，超急性期および外
傷傷病者への救命医療のニーズの把握は困難であった
反面，慢性疾患を持つ被災者に対する医療ニーズが高
い状態が長期にわたり続いた2）．
　歯科医療救護活動が最も求められる時期は，生命・
安全がほぼ確保された亜急性期（発災後 1 週間から 1
カ月程度）にある．亜急性期は，地域医療やライフラ
イン機能，交通機関等が徐々に回復するとともに住民
の避難所外への移動が活発化する時期でもあるため，
この時期の医療ニーズはダイナミックに変動する．
　われわれが，亜急性期の歯科医療需要（歯科受診希
望者数）について，津波被害の大きかった地域の避難
所（避難者数 100 ～ 1,500 人規模）9 施設で調査した
ところ，0.53 ～ 1.0％の被災者に歯科受診希望が認め
られた6）．歯科治療データが参照可能な過去の震災で
の調査でも，阪神淡路大震災（1995 年発生）：1.0%

（148/15,000 人）20）．～ 1.8％（137 人 /3 避難所，約
7,600 人 21,22），新潟県中越地震（2004 年発生）：0.3%

（133/41,587 人，救護所）～ 1.9%（807/41,587 人，
巡回歯科診療）23）と，今回のわれわれの調査とほぼ同
様の結果が報告されている．一方，平常時の本邦の歯
科受診率は，全国では約 1.03％（歯科外来患者数 130
万 9,400 人，総人口 1 億 2,594 万 7,000 人，平成 20
年）24）であり，宮城県でも 0.995％である．これらの事
実は，想定される震災特有の増大分を考慮しても，亜
急性期以降の避難所における歯科受診希望者は，避難
者の 1 ～ 2％（1,000 人あたり 10 ～ 20 人）と予測で
きる．これは平常時の歯科受診率と大差ない．一方，

表 1　災害医療対応の基本コンセプト
医療管理項目（Medical Management）

C： Command & Control 指揮・統制（連絡・調整）
S： Safety 安全確保
C： Communication 情報伝達
A： Assessment 評価
医療支援項目Medical Support

T: Triage トリアージ
T: Treatment 治療（応急処置）
T: Transportation 搬送

英国MIMMS（Major Incident Medical Management and Support)
より引用，改変
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超急性期にも顎口腔領域の疼痛・外傷を主訴とする歯
科ニーズが稀に認められた．これらへの対応は，後方
病院への移送によるのが適切であったと考えられ，後
方病院への支援が今後の課題である．
　図 1 は，われわれが各避難所に巡回歯科診療した際
の歯科医療需要内容をまとめたものである．齲蝕，歯
髄疾患，歯根膜炎，修復物の脱離などの歯の疾患と歯
周疾患や智歯周囲炎などの歯性感染症が 56％を占め，
義歯関連疾患 24％，歯の破折などの外傷 1％，口腔内
診査や口腔ケア希望などのその他 19％となった．すな
わち，歯・顎顔面の外傷はほぼ認められず，齲蝕，歯
周病などの慢性歯性疾患および義歯治療が，歯科医療
ニーズの主なものであった．この歯科需要内容の割合
は，過去の震災の結果 21,23,25）（図 2）や東日本大震災で
津波被害が甚大であった南三陸町での歯科ニーズ26）と
ほぼ同様であり，支台歯形成を伴う歯冠修復処置が行
われないことを除けば，平常時の歯科受診内容とも大
きな違いはない．
　以上のことから，大規模災害時の歯科需要は，避難
者の 1 ～ 2％に認められ，その内訳はすでに平常時の
ものと大差がないと結論される．したがって，これを
踏まえた活動計画の策定と機材・薬剤等の準備が必要
である．加えて，被災者が歯科医療救護に期待するのは，
専門診療科としての歯科治療行為であったことを強調
しておきたい．

Ⅲ．義歯の製作が必要な被災者への対応

　これまでの震災の経験から，夜間や早朝に発災した
場合，義歯使用者の多くが義歯を外して就寝している

ため，避難時に義歯を紛失して義歯新製の需要が増加
するが，昼間の発災では，義歯の紛失はほとんど発生
しないと考えられてきた14,27）．確かに，金曜日午後に
発生した今回の震災でも，震災直後は義歯新製の需要
はあまり表出してこなかった．しかし，震災１年後に
宮城県石巻市雄勝地区で実施された健康調査28）では，
避難者の 17.2% が震災により義歯を紛失していたこ
とが報告されており，同市の福祉避難所（避難者 108
名）におけるわれわれの歯科支援活動でも，要援護者
の 13.9% が震災により義歯を紛失していたことが判明
している．その他の地域でも，義歯製作に関する報告
や報道が多々認められることから，義歯新製の需要は，
発災の時間帯よりも避難の緊急性により依存するもの
と考えられた．
　震災（津波）による紛失（流失）・破損に帰するもの
だけではなく，震災前から義歯を使用していない被災
者の義歯製作の需要も，支援直後より常に一定数以上
認められた．調理法などを工夫して義歯がなくても食
事ができた自宅とは異なる避難所では，「食」に対する
意欲は義歯の有無・不調に大きく影響される．内閣府
が 1993 年に作成した北海道南西沖地震教訓情報資料
集報告書 29,30) には，すでに大規模災害時の義歯紛失へ
の対応の必要性が認識されている．それにもかかわら
ず，東日本大震災での状況を鑑みると，義歯紛失者へ
の対応についての制度整備は未だ不十分であると言わ
ざるをえない．1）歯がないための摂食困難，2）すれ
違い咬合などで残存歯が対顎の顎堤粘膜を障害する，
3）医師からの要望（医療上の必要性），4）自宅ある
いは仮設住宅に移動後に歯科治療の受療が困難となる
要介護超高齢者などの所見が認められた被災者には，

図 1 東北大学派遣の巡回歯科診療チームが認めた歯科医
療ニーズ

図 2 近年に発生した主な震災での歯科需要内容および平
常時の平均的歯科需要内容
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速やかに義歯を製作・装着できることが望まれる．
　支援先での義歯製作に際して問題となるのは，製作
方法とこれに要する時間そして費用負担である．一般
に，救護所や避難所など訪問先での即時応急義歯の製
作法 31,32）に関心が高い．しかし，その製作に要する人
的リソース，材料，機器等の被災地内への移動・搬入，
時間的制約，さらにはライフライン（電気，水道，ガス）
の復旧状況などを考慮すると，義歯製作工程をすべて
被災地内で行うのは大きな困難を伴う．
　われわれの慢性期における歯科医療支援では，東北
大学病院歯科技工室の協力のもと義歯を製作し，その
大部分は 2 週間以内に装着できた．なお，新義歯製作
に至ったのは，地元の歯科診療所の再開までに長期間
を要する被害状況下にあった地域でのみである．また，
東日本大震災と同様に津波被害が甚大であった北海道
南西沖地震では，支援活動チームが被災地となった奥
尻島で義歯の印象，咬合採得を行い，作業用模型と咬
合床を被災地外の施設に運んで 7 日間の義歯作業の後，
新製義歯を持ち帰って装着したとの報告 33）がみられる．
歯科医療支援は亜急性期以降が主たる支援期間になる
ことを考慮すると，むしろ，被災地支援に積極的な歯
科医院・技工所等を広く募り，これら施設を宅配便な
どで結び活用することによって，品質，効率，融通性
のより高い義歯治療支援が可能となるものと考えられ
る．歯科技工士会等との連携の下，応急の歯科技工施
設の設置も検討に値する．応急的義歯の在り方の検討
は，材料や技術の開発・研究などのハード面とともに
工程管理や物流といったソフト面からも進めていく必
要がある．

Ⅳ．災害時の口腔ケア

　東日本大震災では，発災直後から口腔ケアの重要性
を強調する報道が多数行われた．厚生労働省も「被災
地での健康を守るために（平成 23 年 3 月 18 日版）」34）

以降の通知中に，歯と口の清掃（口腔ケア）・入れ歯
についての一節を設けて注意喚起している．その背景
には，阪神・淡路大震災（1995 年）を契機として注
目されるようになった災害関連死に，口腔内環境悪化
による誤嚥性肺炎が含まれていた可能性が指摘され35），
要援護者への口腔ケアを中心とした歯科保健活動の必
要性が広く認知されるようになったこと，中越地震

（2004 年）と中越沖地震（2007 年）の２回の震災で
実施された災害弱者，要援護者に対する口腔ケアに一
定の効果が得られた16）ことがある．
　専門的口腔ケアのニーズは，要介護高齢者が多数を

占める避難所や施設に高かった（図３）．居宅介護サー
ビスを提供してきた施設や地域の医療機関の休廃止が
背景にあり36），救護活動における口腔ケアは，このよ
うな施設へ重点的に実施されることとなった．留意す
べきは，このような施設においても求められる歯科需
要は，口腔衛生のみではなく，口腔機能の基本をなす
補綴・保存治療が少なくないことである．補綴専門医
が歯科医療支援に果たす役割の大きさが再認識され
る．
　一方，発災直後から急性期においては，感染症の蔓
延防止や体力・気力の維持・向上に向けた口腔ケアの
意義と方法の周知が重要な課題である．東日本大震災
発災時の宮城県におけるインフルエンザの流行は，す
でにピークを過ぎていたものの37），再流行が懸念され
ていた38,39）．口腔内常在菌が産生するノイラミニダー
ゼやプロテアーゼが，口腔咽頭部でのウイルスの感染
や増殖に重要な役割を持つことから，適切な口腔ケア
によって，口腔内の細菌と細菌由来の酵素活性を減少
させていくことが，インフルエンザの予防に有効であ
ると考えられている40–42）．なお，インフルエンザの再
流行は阻止されたが，各避難所ではマスクの着用，手
洗い，抗ウイルス薬の積極的投与などが行われ，口腔
ケアの効用は明らかとは言い難い．今後の検証が望ま
れる．
　本震災で上下水道が損壊した地域では，手洗い，清
掃，食品衛生のための水の確保も困難となり，歯ブラ
シの供給が早期にあった避難所においても，歯磨きや
口腔衛生は後回しにされる傾向があった．また，周囲
の目が気になり歯磨き回数が減少する事例も散見さ
れ，避難所での集団生活が口腔内環境悪化の原因とな

図 3 要介護高齢者が多数を占める避難所における口腔ケ
アのニーズ

口腔内衛生状態チェック
・口腔ケア 79.3%

義歯関連治療 16.7%
保存関連治療 1.9%

口腔外科治療 0.5%
その他 1.6%

N=426
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りうることが示唆された．災害時の口腔ケア支援では，
被災者に対する口腔ケア用品の配布や口腔ケアに関す
る正しい知識を伝えることはもとより，歯磨きについ
ての心理的なサポートが必要となる．平素からの大規
模災害時の口腔ケアに関する更なる啓蒙活動も期待さ
れる．

Ⅴ．少子高齢化と歯科医療支援

　災害時の歯科医療需要は，災害の種類，規模，地域，
発生時間，人口動態・分布等に影響される．今回の歯
科支援における避難所での歯科需要の変動は，避難者
の年齢構成によるところが大きかった6）．移動手段の
確保が進むにつれて，被災者は，被災地周辺あるいは
職場への通勤経路に位置する歯科医療機関への受診が
可能となるため，機能不全となった被災地内の歯科医
療機関の機能がこれらの医療機関で代替されるように
なる．しかし，このような歯科医療機関を持たない医
療過疎地域では，地域医療体制の回復も遅れる傾向に
あり，医療支援活動は長期化することになる．
　一方，自宅や移動手段を失って避難所に長期に留ま
らざるをえない被災者の多くは高齢者であった．加齢
に伴う残存歯数の減少と，避難所の給食を個々の被災
者の食形態に合わせるのは困難である現状とを併せる
と，避難所の歯科需要に占める義歯関連の訴えは自ず
と増大する．歯科医療が摂食・嚥下機能の維持・増進
を通して全身の健康に寄与することが求められている
現在，関連職種との連携強化も含め，歯科医療救護活
動の方向性の確認が必要であると考えられる．
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